
第２号様式 

事業実施計画書 

交付対象者名 

（法人等の場合は、代表者名も記載） 
住所 

  

 

 

 

 

１．申請者の位置付け 

□認定農業者 □認定新規就農者 □農事組合法人 □集落営農組織等 

※該当する□にチェックを入れること。 

 

 

２．個人情報の取り扱い 

□本事業の実施に当たり、申請に係る個人情報について、必要に応じて、市関係部

局、農業委員会や関係団体（JA等）に提供・確認することに同意します（同意い

ただけない場合は、取組内容等が確認できない場合もあるため、本事業の実施が

できない場合があります）。 

※申請者の位置づけを確認するため、本申請に係る情報を提供することに同意する場

合は、□にチェックを入れること。 

  



３．対象農地の概要 

№ 所在（大字・字・地番） 地目 面積(a) 地域区分 所有者名 

１ 

  
ａ 

 

農用地・農用地外 
 

 

 

適用法 形態 借用の状況 取得の状況 

 

借用 

・ 

取得 

開始時期 終了時期 所有権移転時期 
 

  年  月  日 
 

 

  年  月  日 
 

 

  年  月  日 
 

利用状況調査の調査結果* 

調査年月日 農地法第３２条第１項の該当号 

年  月  日  

 

№ 所在（大字・字・地番） 地目 面積(a) 地域区分 所有者名 

２ 

  
ａ 

 

農用地・農用地外 
 

 

 

適用法 形態 借用の状況 取得の状況 

 

借用 

・ 

取得 

開始時期 終了時期 所有権移転時期 
 

  年  月  日 
 

 

  年  月  日 
 

 

  年  月  日 
 

利用状況調査の調査結果* 

調査年月日 農地法第３２条第１項の該当号 

年  月  日  

 

№ 所在（大字・字・地番） 地目 面積(a) 地域区分 所有者名 

３ 

  
ａ 

 

農用地・農用地外 
 

 

 

適用法 形態 借用の状況 取得の状況 

 

借用 

・ 

取得 

開始時期 終了時期 所有権移転時期 
 

  年  月  日 
 

 

  年  月  日 
 

 

  年  月  日 
 

利用状況調査の調査結果* 

調査年月日 農地法第３２条第１項の該当号 

年  月  日  

 

※一筆別に記載すること。記載欄が不足する場合は、行を追加して記載すること。 

内を記入すること（*は、市が記入します）。   



４．導入作物 

導入作物 販路 備考 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

※複数の導入作物がある場合は、行を追加して全て記載すること。 

 

 

５．事業内容 

（１）施工方法 

□請負施工 □直営施工 

 

（２）重機利用の有無 

□重機利用有 □重機利用無 

 

（３）概要 

合計対象面積（ａ） 着工(契約)予定年月日 完了予定年月日 
 

 ａ 
 

 

   年  月  日 
 

 

   年  月  日 
 

 

６．添付書類 

（１）事業実施位置図（実施場所を図示） 

（２）写真（事業の対象農地の状況が分かるような写真。「近影」と「遠景」の２種類

の写真を２ヶ所以上の基点を定めて撮影する。） 

（３）写真撮影位置図（（２）の撮影位置を記入する。） 

（４）施工方法を請負施工により実施する場合は、設計書等を添付する。 

 

【市確認欄】 

 

加算対象 添付書類 

□ 交付対象者が、集落営農組織で法人格を有するものである □登記事項証明書 

□ 再生後の導入作物が、米、麦、大豆である 

□ 対象農地が、次に定める地域である 

山本町、草野町、荒木町（藤田、荒木、白口）、上津町、藤山町、藤光町、高 

良内町、田主丸町（森部、石垣、益生田、地徳、竹野、中尾） 


